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中国政府への不満と過激な反日運動との間 

 

1. 導入 

 今回の勉強会の目的は、今年の 3 月下旬頃からこれまでに起こった過激な反日運動の因果関係を探る

ことである。 

分析対象の中心は人民が抱く「内政への不満」とする。また分析方法は実証（２．３）と理論（４）

の二種を採る。 

 

2. 反日運動の背景（総論） 

今回の（特に 4 月以降の）反日デモを引き起こした直接の原因・引き金は二つである。すなわち①日

本の国連安保理常任理事国入りをアナン事務総長が条件付きながら認める発言をしたこと②教科書検定

の結果が公表されたこと、である。 

しかし、その背景には複合的な要因がある。そこでまずは、「導入」で挙げた因果関係と、反日デモの

全体構造との関係を素描したい。 

 
 

 今勉強会での最終目的は考察するにあたっては、☆で示した因果関係の取り扱い方に注意を要する。

その理由はこうだ。政府への不満があると仮定した場合、それを表明するための社会運動は、反政府を

掲げたものになると考えるのが合理的である。しかし現実の運動では、それを観察することはできてい

ない。よって、検証は難しいのだ。 

このねじれ現象については４で取り上げるので、それまで、この☆はあくまで仮定として理解しても

らいたい。 

 

3.「人民の不満」について 

「対政府不満」とはそもそも何かを具体的に分析する。 

・ 腐敗 

中華人民共和国建国当時からの課題 ex.88 年「官倒」→89 年天安門事件のプラカードに出現 

＜このときの財産が「原始資本」となり、90 年代の発展を支えた＞（孫．2004 b） 

中国政府の政策 

「反日感情」 
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・ 格差 

ジニ係数から： ①東アジアの中でも格差の開きは上位 

  ②年々不平等は拡大 

収入統計から： 地域差は歴然。公式値以上の現実があることを考慮する必要もある。 

・ 就職について（私は、これが一番大きな要因であると思う） 

＜2005 年には 2400 万の雇用供給が必要だが、準備できるのは 1000 万人強である。＞ 

（長莫栄・労働和社会保障部副部長 人民日報 05.4.12） 

都市部「登記失業者数」： 810 万人（2004） 

農村部余剰労働力： 1.7 億（邱沢奇の試算） ＜4.9－(1.9＋1.3)＝1.7＞ 

新規参入労働力： 1100 万（うち大学生 300 万）（長莫栄） 

以上に加え、データに現れない要素（出稼ぎ労働者、休業労働者（下岗）、求職貴族）がある。 

 

＜小括＞今回のデモの主体は学生を中心とした若者であった。ではなぜ、参加者に若者が多かったの

か？私はその原因を「雇用・就職問題を通じた社会への不満を中心とした、現共産党政権への不信感」

に求めることで、この現象が説明できるという結論を得た。 

 

4. 反日運動成員及び反日運動の分析 

 今回の反日デモを、先に述べたような「不満の爆発」という要因のみで捉えようとするならば、それ

は間違いである。以下に、反日運動及び組織並びに「ねじれ」の構造を、社会学分析する。 

 

＜反日運動成員の構造分析＞：３層に分かれる 

 組織化

の有無 

参加理由 

（図 1参照） 

運動の成果 組織の役割への認識 

 

内層 有 A 求める 運動後も存続 

中層 無し AorB 求める 特に無し 

外層 無し C 求めない 特に無し 

 

内層：運動団体の構成員。示威行為の主催者。いわゆるコアメンバー。 

中層：内層メンバーの理念に賛同する非組織化された人。 

外層：内層メンバーの理念は関係なく、憂さ晴らしとして運動に参加する非組織化された人。野次馬。 

 よって、反日デモという体裁をとる限り、彼らは運動の成果にこだわることはない。 

＃人数：内層＜中層＜外層 

 

 ＜反日運動の考察＞ 

 前提 １政府 中身はどうあれ、大規模な社会運動の発生は避けたい（反政府への転化の恐れ） 

２政府 日本のナショナリズムを過剰に刺激するのは中国の国益にならないことを知っている 

（1998 江沢民訪日時の経験） 

    ３人民 雇用問題を中心とした政府への不満がある 
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α「反政府」が「反日」に転化した理由～ガー(Gurr)による「社会運動の媒介メカニズム」から～ 

① 「反日」を掲げることは、人民の政治的活動を保証する。 

② 「反日」を掲げることは、その具体的行為に対する当局からの法的統制が緩和される。 

←社会的統制 

    ③ 「反日」に基づく暴力は、社会的に許容されやすい←歴史問題、日本観との関連 

   ←社会的促進 

β反日運動が過激化した理由 

・「内層」のみのデモ：規模小 行為統率：可 態度：穏健 

・ 3 層構造の運動：規模大 行為統率：不可 態度：過激 

 

① 運動の結果を求めない→暴動まがいの行動への抑止力が効かない 

（社会運動の非日常性。群集心理とも親和性あり） 

② 機会の提供→憂さ晴らしをしたい人間に大義名分 

（「反日」「政府公認デモ」）を与えてしまった。 

③ 当局による社会運動の管理ミス→社会運動に対する認識の相違 

④ インターネットの普及→戦略行為の道具かつ、相互行為の道具（朴） 

 

5. 結論 過激な反日運動発生までの大雑把なメカニズム 

以上の議論を踏まえ、「中国政府の内政政策（教育は除く）」を起点とした、今回起こった反日運動の発

生過程を提示する。 

 

 

人民の不満 

（特に雇用） 

憂さ晴らしをし

たい民衆 

反日デモ参加者 

（内層） 

統制された 

反日デモ集団 
情報共有の手段 

（インターネット） 

過激化した 

反日デモ集団 

反日デモ参加者 

（外層） 

中国政府の政策 

実線矢印は、因果関係を表す 

破線矢印は、パラメーター（統制関数）を表す 
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5. 結語 

今勉強会では、反日デモの要因としてよく言われる、いわゆる「愛国教育」や「歴史問題」をあえて

取り上げなかった。ただ。誤解しないでほしい。これらを検証することの必要性を私は否定・軽視する

つもりはない。複合要因が持つ有機的つながりは、当然尊重しなければならない。 

今回の反日デモを受けて、「中国政府による陰謀論」はさすがに鳴りを潜めた。しかし問題はここから

である。我々は、人民をデモへと突き動かすエネルギーの根源を突き止めなくてはならない。そして為

政者は、そのエネルギーをうまく導いてゆくための方策を考えねばならない。これは明白なことだが、

そこまで踏み込んだ議論はまだまだ少ない。 

今勉強会が、その課題に少なからず貢献したと私は信じる。 
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